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　これまで漁獲地でしか食べられなかった新鮮な活魚を大消費地でも食べられるようにするためには、 ① 「漁獲
地での蓄養」、 ② 「高密度・長時間の輸送」、 ③ 「消費地での展示蓄養」が必要となる。当センターではこれまでに、
① 「漁獲地での蓄養」につながる「閉鎖循環式陸上養殖システムの開発」や、 ② 「高密度・長時間輸送」を目指
した「活イカ輸送システムの開発」を行ってきた。
　本研究テーマでは、 ③ 「消費地での展示蓄養」を実現するために、当センターが所有する海水浄化技術を活用
して、水換えやメンテナンス間隔を大幅に伸ばすことが可能で、かつ飼育水に着色や悪臭が発生しない、新たな
展示・蓄養水槽システムを開発し、実際の店舗での運用試験までを行うことを目指す。
　研究開発初年度である本年度は、活魚輸送と販売を行う協力企業との試験場所に関する打ち合わせを行い、試
作する展示蓄養水槽と海水浄化ユニットの仕様の決定を行った。

１．緒　言　

　水産業振興と近年急速に増加している訪日客向けの
魅力ある商品開発が求められており、これまで水揚げ
漁港でしか食べられなかった活魚を都会の料亭等で提
供することは、この目的に大きくかなうものと思われ
る。また、水産県長崎は国内でも有数の漁獲量を誇っ
ており、県内で水揚げされた魚の高付加価値化を図る
ために、消費地に生きたまま輸送すること、きれいに
展示して高い価値を維持することは重要であり、漁業
者だけではなく輸送事業者、販売者等、漁獲から販売
に至るまでに関与するすべての事業者に利益をもたら
すことになる。
　当センターでは、海水電解を利用した海水浄化シス
テムの開発を行い、活イカ輸送装置の製品化・事業化
等を実現してきた実績があり、大消費地に活魚を安価
に届けることが技術的に可能となってきている ［1］。
　地価や人件費の高い都会の料亭等で生きた魚介類
（活魚）を展示・蓄養する水槽システムは、付属装置
である水浄化装置はできるだけコンパクトであるこ
と、水換えやメンテナンスの間隔をできるだけ伸ばせ
るシステムであることが求められる。しかしながら、
従来の浄化システム （魚介類の排出物を生物濾過技術
により浄化する） では、浄化ユニットが大型にならざ
るを得ないだけでなく、微生物の活動の際に生成され
る着色有機物の蓄積により飼育水が茶褐色になり見た
目が悪くなること、カビ等が発生して悪臭が生じやす
く飼育魚にもにおいが移ること等の問題があり（図1）、

比較的短い頻度で水換えやメンテナンスを行う必要が
あった。

　これまで当センターで開発を続けてきた海水電解を
利用した海水浄化システムは、海水に溶存している臭
化物イオンや塩化物イオン等のハロゲン化物イオンを
陽極酸化して次亜臭素酸や次亜塩素酸等のオキシダン
トを生成させ、魚介類が排出する有害成分であるアン
モニアを窒素に直接変換することで飼育水の水質浄化
を行う。また、オキシダントの殺菌効果により微生物
の繁殖を抑制することで飼育水の着色や悪臭の発生を
抑制できる。このシステムは生物濾過システムと比較
して著しく低容量であることも特徴の一つであり、今

回開発を目指している都会における活魚の展示蓄養水
槽に適用するには最適の技術であると考えられる。
　本研究開発では、実際に店舗で利用できる展示蓄養
水槽の開発を目指すこととし、浄化システムの仕様を
決定し、試作機の作成を行い、実際の店舗での試験を
実施する予定とした。

２．検討内容

　開発終了後に本展示蓄養水槽を設置する実店舗での
利用を想定して、水槽サイズ、海水浄化システムの仕
様を検討した。
　本研究開発の現場試験に協力いただける企業から、
現在活魚水槽を保有している寿司店 （水槽設備の増設
を検討中）、現在は活魚販売を行っていないが今後実
施したいと検討している産地直売所やスーパー等の紹
介を受け、設置場所、水槽の形状、水槽容量、収容予
定魚種と収容量等の検討を行った。どちらの店舗でも、
水槽容量は500 L～ 1,000 L、魚種はある程度限定さ
れるものの数種類の混泳、収容密度としては2 %以
下であることが想定されたため、今回試験に使用する
水槽の容量を500 L と決定した。 
　飼育水槽はアクリル製、前面及び側面から自由に収
容魚を確認できる構造として金属製の架台の上に設置
する。水槽の架台内部には海水浄化ユニットの全てを
収納することとした。

　海水浄化ユニットは、簡易な物理濾過槽と今回新規
に開発する電解槽を内包した泡沫分離装置、過剰なオ
キシダントを分解する活性炭槽、水温調節のための温
調装置と流量計のみのシンプルなシステムとする。
使用する電解槽は、以前実施したアジの活魚輸送試験
の際に得られたアジのアンモニア排泄量を参考にし
て、必要となるオキシダントの生成能力を計算し、陽
極と陰極の面積を決定した後、その構造と形状を決定
した。陽極にはIr-Pt で修飾したチタン板を、陰極に
はPt 修飾したチタン板を用いた。
　泡沫分離装置は、有機物の除去能力が高く、性能が
長期間に渡って安定している （株） プレスカ製の KA
式泡沫分離装置を選定し、同装置に前記電解槽を組み
込むことで、小容量化と効率化を図った。
　活性炭槽にはカートジッリ式の容易に交換できるも
のとし、容器内に （株） クレハ製の粒状活性炭 BAC
を充填して使用することとした。この活性炭は高価で
はあるものの、残留オキシダントの除去能力が高いだ
けでなく、高強度であるため摩耗や粉砕による微粉の
発生が無く、微細粉による水槽の汚れが発生しないと
いう特徴がある。

 ３．結　言
　本研究開発では、実際に現場適用できる展示蓄養水
槽を開発することを目的としている。そのため、単な
る技術開発ではなく、水槽の見た目や魚の取り出しや
すさ、清掃の容易さ等も重要な検討課題となる。また、
本展示蓄養水槽を利用した活魚輸送・販売についても
そのビジネスモデルを確立させる必要があり、装置の
製作担当企業だけでなく、活魚の輸送販売業者等との
連携構築も重要となる。
　当開発の初年度となる令和元年度は、装置製作を担
当する企業や活魚輸送と販売を行う協力企業との打ち
合わせを十分行い、試験場所の選定や製作する試作装
置の仕様決定を行った。
　来年度、装置製作と所内試験を行って問題点を抽出
し、装置の改良を行った後に現場試験へと進む予定と
している。
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海水魚用展示蓄養水槽の開発
（食用活魚展示・蓄養のためのコンパクト水槽システムの開発）

図１　生物濾過の影響で着色した展示水槽
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図２　設置予定候補店舗の状況
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